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１．はじめに

事業活動のグローバル化によって、国内外を
問わず、世界の拠点間で人材、資産の最適配置
に向けた施策がますます重要となっています。

筆者らは、グループ企業の経営・運営上、必
要となる要員とその所在地国が一致しないグ
ループ企業管理体制を「バーチャル組織」と呼
び、従来型の指揮命令系統に囚われず、場所さ
らには組織の枠を超えた企業管理形態の考察を
行います。

連載第４回となる今回は実際直面しているで
あろうテーマとして、企業が「バーチャル組
織」を活用して個社に分散所有されているIPの
管理、活用を行うケース、並びにグローバル人
材プールを活用したグローバル内部監査の実施
を行うケースを取り上げました。それぞれケー
ススタディの形式を用いて考察してまいりま
す。

２．ケーススタディ①　被買収企業IPの管理、活用

日本法人Ａ社（製造業）は、国外に本社を有するＢ社（製造業）を買収し、子会社化しました。
Ｂ社は多くの特許を有するテクノロジー企業であることがＡ社として買収を決めた重要な要素
です。Ａ社としては、買収後Ｂ社とＡ社のIPを総合的に活用し、業績、業容の拡大を図ること
を目論んでいましたが、買収後の統合作業がうまく進まず、逆に買収時に増加した負債の返済
に窮する可能性が顕在化しつつあります。このような状況で、事業部門からＢ社のIPをＡ社に
集約したいとの提案を受けました。どのような点に留意すべきでしょうか？

一般的に、株式取得で企業買収を行うケース
では、被買収企業が保有する特許などのIPは買

収後も被買収企業が法的な帰属主体となりま
す１。他方で、買収対価は当該IPの時価も含め

１　買収時にIP部分を区分した場合、本文記載のような課題は生じません。もっとも、IP部分を区分して譲渡を行
うためには、IPの登録名義変更が必要となり、手続きが非常に煩雑となること、株式譲渡と異なりVATなど間接
税の課税対象となり追加コストの発生が見込まれることなどから、買収実務を行う上では頻繁に行われる取引では
ないと考えられます。
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た形で決定され、連結財務諸表作成上は「取得
原価配分（PPA）」を通じて適切な科目で連結
貸借対照表に計上されます。つまり、グループ
経営の観点からは、すでにグループが買収して
おり、かつ（連結）貸借対照表にも計上されて
いますが、リーガルエンティティベースでは買
収後も被買収会社が保有しているため、買収会
社がそのIPを利用するためにはライセンスな
どの手当が必要となります。この点、買収後の
統合作業が良好に進展していれば、買収会社と
被買収会社のリーガルエンティティ間でライセ
ンス契約などを適切に設計することもできます
が、両社間での実質的な統合が進んでいない状
態を前提とすると、両者の間で意見の食い違い
が生じ、シナジーを発揮し難い状況に陥ること
が想定されるところです。このような状況を解
消するため、事業部門がIPの帰属自体をＡ社に
移管することを提案することが考えられます。

しかしながら、単純にIPを移転した場合、さ
まざまな課題が生じます。まず、課税所得計算
はリーガルエンティティベースで実施すること
になるため２、譲渡時点に譲渡法人であるＢ社
において譲渡益に対して法人所得税課税がなさ
れることが懸念されます。一般的にこのような
譲渡益に対する法人所得課税に関しては、課税
の繰延べなどが認められないため、その所得税
額は一時的なキャッシュアウトとして発生する
ことになると考えられます。他方、譲受法人で
あるＡ社では、この取引により無形資産（もし
くは税務上の繰延資産）を取得することになる
ので、本邦課税所得計算上は、その耐用年数に
渡り減価償却費を計上することが可能と考えら
れます。損金算入の効果は将来一定期間（耐用
年数）にわたり徐々に発現することになるの
で、グループ全体での税金費用にかかるキャッ
シュフローにはネガティブに働きます。譲渡対
価が多額となる場合は、影響が甚大になりかね

ないので、慎重に対応する必要があります。
加えて、本件取引については、グループ企業

内取引となりますので、いわゆる移転価格税制
の対象とされます。通常、市場価格の存在しな
いIP価格については、後の税務調査において問
題視される可能性が高く、その対価算定根拠に
ついて、適切な文書化が望まれるところです。
さらに、BEPS最終報告書で報告され、日本で
も2019年度税制改正において導入された所得
相応性基準（租税特別措置法第66条の４第10
項）が適用された場合、譲渡後も５年間にわた
り対価の妥当性を確認することが求められるこ
とになります。譲渡時点で対価に重要性が認め
られる取引はもとより、将来的に価値が著しく
増大しかねないIPの取引については慎重な対
応が必須となると考えます。

また、本件取引については、その実態面にも
十分配慮しておくことが必要と考えます。つま
り、譲渡対象となっているIPについては、譲渡
前からＡ社グループのIPであるところ、本件譲
渡を行なった後もＢ社が継続的にその使用や管
理をしているようなケースでは、そもそも譲渡
の実体が存在していないとの認定を受ける可能
性も否定できません。譲渡が存在していないと
の認定を受ける場合は、本邦税法に照らせば、
譲渡対価の支払いはＡ社からＢ社への国外関連
者寄付金（租税特別措置法第66条の４第３項）
との認定を受ける可能性が高いと考えられま
す。他方で、Ｂ社所在地国では、譲渡対価では
なく使用料として入金額の収益計上が求められ
るとともに、IPは継続的にＢ社に帰属するとの
主張を税務当局から受けることも考えられると
ころです。このような指摘を受ける可能性を下
げるために、譲渡を行う目的を明確にするとと
もに、IPの登録名義の変更を適切に実行するこ
とや、譲渡後のIP管理活動をＡ社が主体となっ
て実施するなど、実質的な機能移管を適切に行

２　連結納税制度または所得通算制度を採用しているケースであっても、国外子会社との所得の通算は認められてい
ないため、本ケースにおいては、B社との所得通算は認められません。
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っておくことが求められます。
以上の結果として、税務リスク、手続きコス

トを勘案したところで、IPの帰属の移転につい
ては費用対効果が十分でないと判断されるケー
スが多いのではと考えられます。このような
ケースでは、IPの帰属を移転するのではなく、
IPを統括するためのエンティティ横断的な
バーチャル組織を立ち上げ、IPの管理機能を
バーチャル組織に移管するということが合理的
な場合も存在すると考えられます。このバー
チャル組織において、それぞれのエンティティ
が保有しているIPの統合的な活用を検討し、実
際に活用していくことでＡ社グループとしての
シナジーを効果的に発揮できることが可能とな
ります。他方で、バーチャル組織はＡ社グルー
プの各エンティティをまたがった組織であると
ころ、IPの法的な帰属主体はそれぞれの構成エ
ンティティとなります。つまり、バーチャル組

織を組成するためには、各エンティティの役
割、責任を明確化し、エンティティ間で適切な
サービス契約を締結することが必要となりま
す。無形資産の税務的な検討においては、

「DEMPE」に基づく分析が重要だとされてい
ますが、ここで締結される契約書においては、
それぞれのエンティティの「DEMPE」にかか
る役割、権限、責任が適切に設計されているこ
とが必要です。仮に、IPの帰属主体であるエン
ティティの役割、権限、責任が不十分となって
おり、結果的に利用者としての権限、責任しか
有していないと認定された場合、実質的なIPの
譲渡が発生したとみなされるリスクがありま
す。バーチャル組織によるIPの管理を行う際
は、その参加エンティティ間の契約内容、取引
実態などについては十分な検討、検証を行う必
要がある点には留意が必要です。

３．ケーススタディ②　グローバル人材プールを活用した内部監査

日本法人Ｃ社（製薬業）は、グローバル内部監査チームのバーチャル化を進めており、内部
監査メンバーは、日本本社、米国法人、イギリス法人で雇用している内部監査部門メンバーで
構成されています。今回、日本本社にて次年度のグローバル内部監査方針を計画しているところ、
南米拠点に対する監査の実行については、時差の問題の少ない米国法人のメンバーが、Web会
議システム等のオンラインツールを活用したリモート監査を実施し、日本本社のメンバーがそ
の監査業務を統括することを検討しております。

上記のようにグローバル人材プールを活用し、国籍が異なる内部監査メンバーで構成された
内部監査の実行を検討する場合には、どのような点に留意すべきでしょうか？

グローバルに事業を展開する企業において、
海外拠点に対するガバナンスの重要性が増して
います。他方で、日本本社の内部監査部門にと
って、海外拠点に対する内部監査は対象拠点と
の地理的な距離、言語的な制約、文化・習慣の
相違などの事情によって、国内拠点に対する監
査と比べてその実施が難しいものとなっていま
す。このような海外固有の事情を考慮すると、
海外拠点に対する内部監査の実施においては、

監査対象拠点の所在国の言語に対応でき、文化
や法制度に対する親和性をもち、かつ必要な監
査スキルを保有している人材が必要となります
が、多くの日本企業では、特に本社において社
内にこのようなスキルを保有している者がおら
ず、海外拠点の監査の実施に対する大きな障壁
となっていました。

このような海外拠点に対する監査の障壁を乗
り越える手段として、バーチャル組織としての
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グローバル内部監査チームを組成した上で、海
外拠点の人材を活用し、プロジェクトベースで
適任者を選定、対応するアプローチは有効なも
のとなりえます。さらに、コロナ禍で急速に発
展したWeb会議システム等のオンラインツー
ルや、パソコンやタブレット・スマートフォン
等のモバイル機器を組み合わせた、リモート監
査（遠隔での内部監査）の実施を検討すること
で、海外拠点に対する内部監査を有効に進める
ことができるものと考えます。

このような多国籍メンバーから構成される
チームによる内部監査プロジェクトにおいて
は、国籍や所属法人を同じくする均一的なチー
ムメンバーによるプロジェクトよりも、誤解や
認識の齟齬が生じる可能性が高くなります。そ
こで、対象拠点に対する個別監査計画におい
て、明確な監査目的を定め、その目的を達成す
るために各監査チームに求められる期待役割に
基づいて、監査フェーズごとの監査業務の役割
と責任の範囲を明確にすることが重要です。ま
た、リモート監査の性質上、現場往査型の監査
よりも、監査対象拠点の現場を十分に観察でき
なかったり、監査発見事項の検証に時間を要し
たりする傾向にあります。これに対応するた
め、監査現場をWebカメラで動画撮影する等
のモバイル機器の活用や、被監査対象会社の担
当者の対応可能な時間に応じた柔軟な監査スケ
ジュール設定など、リモート監査に合わせた工
夫が必要となります。

本ケースでは、南米拠点に対する内部監査プ
ロジェクトに関して、日本本社Ｃ社の内部監査
チームが統括し、米国法人の内部監査チームが
その監査を実施することを計画しております
が、日本本社と米国法人のそれぞれの内部監査
チームの役割分担として、例えばグローバル監
査の年度計画の策定、監査スコープの決定、グ
ローバル監査における標準的な監査手続書や監
査報告書の整備を日本本社の内部監査チームが
担当し、その年度監査計画のもとで南米拠点に
対する詳細な個別監査計画の策定、監査アプ

ローチの決定、内部監査の実施、そして日本本
社の内部監査チームに対する監査報告を米国法
人の内部監査チームが担当する、等が考えられ
ます。そして、このような役割分担とその責任
を、日本本社と米国法人との間のグループ間契
約において明確に定めておく必要があります。

また、日本本社の内部監査チームが海外拠点
に対する内部監査業務の最終的な責任を負って
いると整理する場合、本来日本本社が実施すべ
きである南米拠点の内部監査業務を、地理的な
親和性等の事由で米国法人の内部監査チームへ
委託することとなるため、米国法人に対してそ
の委託報酬を支払う必要があります。この点、
日本本社から米国法人に支払う対価について
は、独立企業間原則を基にした金額設定を行う
必要がありますが、監査プロジェクトとしての
各関連者の役割分担と費用負担方針が明確化さ
れたグループ間契約を締結し、監査担当者から
監査報告書などの内部監査プロジェクトの成果
物が提供され、適切な名目で費用請求を実行す
ることは、会社ポジションを税務当局に強く主
張する上で必須の要素となると考えます。

他方で、内部監査の実施は、各国の会社法に
よって、一般的には各法人のマネジメントに求
められる機能とされています。本ケースでは南
米拠点のガバナンス体制の強化のために、グ
ローバル内部監査チームが一定の機能を果たす
ことが期待されています。これらの内部監査活
動には、本来は南米拠点が自らの責任で実施す
べき活動と判断される部分も含まれていること
もあり得ます。このような現地会社法に基づく
内部監査機能については、当然に現地法人が負
担すべきものであり、そのようなコストを日本
法人が現地法人に代わって負担していると認定
されると、国外関連者寄付金などに該当するも
のとして、日本において、その損金性が否定さ
れることになりかねません。この点からも、グ
ローバル内部監査チームの活動内容、役割など
の整理は非常に重要と考えます。



61

Vol.42 No.11

連　載

４．まとめ

本稿は、バーチャル組織を活用したIP管理及
び内部監査の実施の意義、課題について、ケー
ススタディの形で考察を行いました。実際の検
討時にはより多くの事実が複雑に絡まり合うこ
とが想定されますが、そのような中での考え方

の整理の一助となれば幸いです。次回以降も、
バーチャル組織を活用したビジネス実践につい
て、ケースを織り交ぜつつさらに考察を続けた
いと考えています。今後の記事にもご期待くだ
さい。

＊AsiaWise Group（AsiaWiseグループ）　https://www.asiawise.legal
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●これに加え、改訂版では、税務以外にも在留資格と外国人の社会保険について重要
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